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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

  

２ 【事業の内容】 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。 

  また、主要な関係会社についても異動はありません。 

回次 
第150期 

第１四半期 
連結累計期間 

第151期 
第１四半期 
連結累計期間 

第150期 

会計期間 
自  平成27年４月１日
至  平成27年６月30日

自  平成28年４月１日 
至  平成28年６月30日 

自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日

売上高 (百万円) 772,853 754,031 3,180,659 

経常利益 (百万円) 62,346 61,278 209,109 

親会社株主に帰属する 
四半期(当期)純利益 

(百万円) 31,700 37,956 116,660 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 52,167 △46,495 △38,304 

純資産額 (百万円) 1,743,843 1,133,153 1,187,703 

総資産額 (百万円) 3,189,963 2,711,855 2,702,008 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 56.51 86.03 234.98 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) 56.50 86.01 234.92 

自己資本比率 (％) 47.4 33.8 35.4 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 82,522 112,694 294,095 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △128,845 △96,580 △242,435 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △94,612 98,503 △520,361 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) 793,397 552,435 450,088 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証

券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1) 業績の状況 

当第１四半期連結累計期間の連結売上高は7,540億円と前年同期に比べ189億円（2.4％）減少しました。国内売

上高は軽自動車やＯＥＭ売上が減少したものの、登録車の増加等により2,500億円と前年同期に比べ27億円

（1.1％）増加しました。海外売上高はインドや欧州等での四輪車の販売は増加したものの、インドネシア、パキ

スタンでの四輪車の販売減、および為替影響等により5,040億円と前年同期に比べ216億円（4.1%）減少しまし

た。 

連結利益の面では、営業利益は為替影響があったものの、インド、欧州での四輪車の販売増等により592億円と

前年同期に比べ40億円（7.2％）増加しましたが、経常利益は金融収支の減少等により613億円と前年同期に比べ

10億円（1.7％）減少しました。親会社株主に帰属する四半期純利益は法人税等の減少や非支配株主に帰属する四

半期純利益の控除が減少したことなどにより380億円と前年同期に比べ63億円（19.7％）増加しました。 

  

 セグメント別の業績は、次のとおりです。 

  

① 四輪車 

国内売上高は軽自動車販売やＯＥＭ売上が減少したものの、昨年度に投入した「ソリオ」、「エスクード」、

「イグニス」、「バレーノ」など登録車の販売が伸びたことにより前年同期を上回りました。海外売上高はイン

ドや欧州等での販売は増加したものの、インドネシア、パキスタンでの販売減、および為替影響等により前年同

期を下回りました。この結果、四輪車事業の売上高は6,844億円と前年同期に比べ75億円（1.1％）減少しまし

た。営業利益は為替影響があったものの、インド、欧州での販売増等により558億円と前年同期に比べ22億円

（4.0％）増加しました。 

② 二輪車 

二輪車事業の売上高は欧州、北米、アジアでの売上減少、為替影響等により507億円と前年同期に比べ102億円

（16.7％）減少しました。営業利益は前年同期の営業損失26億円から営業損失6億円となりました。 

③ 特機等 

特機等事業の売上高は米国での船外機の売上は増加しているものの、為替影響等により189億円と前年同期に

比べ12億円（5.7％）減少しました。営業利益は40億円と前年同期に比べ2億円（6.1％）減少しました。 
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所在地別の業績は、次のとおりです。 

  

① 日本 

売上高は日本を経由する三国間取引の拡大等により4,541億円と前年同期に比べ77億円（1.7％）増加しまし

た。営業利益は研究開発費が減少しましたが、為替影響等もあり267億円と前年同期に比べ5億円（1.8％）減少

しました。 

② 欧州 

売上高はコンパクトＳＵＶ「ビターラ」の販売好調等により1,506億円と前年同期に比べ159億円（11.8％）増

加しました。営業利益は21億円と前年同期に比べ12億円（136.5％）増加しました。 

③ アジア 

売上高は四輪車の販売がインドでは増加したものの、インドネシア、パキスタンで減少したこと、および為替

影響等により3,378億円と前年同期に比べ299億円（8.2％）減少しました。営業利益は為替影響等により236億円

と前年同期に比べ55億円（18.9％）減少しました。 

④ その他の地域 

売上高は北米での二輪車の売上減少等により343億円と前年同期に比べ42億円（10.9％）減少しました。営業

利益は中南米等での損益改善により9億円と前年同期に比べ4億円（75.1％）増加しました。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間末の財政状態は、総資産は2兆7,119億円（前期末比98億円増）となり、また、負債

の部はインドにおけるグジャラートプロジェクトを中心とする当社グループの競争力強化のための戦略投資に充

当するため、転換社債2,000億円を発行したことなどにより1兆5,787億円（前期末比644億円増）となりました。

その結果、純資産の部は1兆1,332億円（前期末比545億円減）となりました。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは1,127億円の増加（前年同期は825億円の資

金増加）となり、投資活動では有価証券、有形固定資産の取得など966億円の資金を使用（前年同期は1,288億円

の資金減少）しました結果、フリー・キャッシュ・フローは161億円のプラス（前年同期は463億円の資金減少）

となりました。財務活動では銀行借入金を返済する一方で転換社債2,000億円を発行したことにより985億円の資

金が増加（前年同期は946億円の資金減少）しました。 

その結果、現金及び現金同等物の当第１四半期連結会計期間末残高は5,524億円となり、前期末に比べ1,023億

円増加しました。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間における、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たな発生はあり

ません。 

  

(5) 研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費は、276億円です。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注)  「提出日現在発行数」には、平成28年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により 

発行された株式数は含まれていません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

当第１四半期会計期間において発行した新株予約権付社債は、次のとおりです。 

  
2021年満期ユーロ円建取得条項（交付株数上限型）付転換社債型新株予約権付社債（平成28年４月１日発行） 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 1,500,000,000 

計 1,500,000,000 
 

種類 
第１四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成28年６月30日) 

提出日現在発行数(株)
(平成28年８月10日) 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 491,000,000 491,000,000 
東京証券取引所 
市場第一部 

単元株式数は100株
です。 

計 491,000,000 491,000,000 ― ― 
 

決議年月日 平成28年３月７日 

新株予約権の数（個） 10,000   

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―   

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） (注)１  24,271,844   

新株予約権の行使時の払込金額（円） (注)２ 4,120   

新株予約権の行使期間 (注)３ 
自 平成28年４月15日
至 平成33年３月17日

  

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円） (注)４  

発行価格        4,120
 資本組入額      2,060

  

新株予約権の行使の条件 (注)５ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
転換社債型新株予約権付社債に付されたものであり、社債か
らの分離譲渡はできない。 

代用払込みに関する事項 

本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本
社債を出資するものとし、本新株予約権１個の行使に際して
出資される財産の価額は、各本社債の額面金額と同額とす
る。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

(注)６ 
 

― 5 ―



(注) １ 本新株予約権の目的である株式の種類及び内容は当社普通株式（単元株式数100株）とし、その行使により

当社が新たに発行又はこれに代えて当社の保有する当社普通株式を移転（以下、当社普通株式の発行又は移

転を当社普通株式の「交付」という。）する当社普通株式の数は、行使された本新株予約権に係る本社債の

額面金額の総額を下記(注)２(2)及び(3)に定める転換価額で除した数とする。 

  但し、1 株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。また、本新株予約権の行使により単元未満

株式が発生する場合は、当該単元未満株式は単元株式を構成する株式と同様の方法で本新株予約権付社債の

所持人（以下「本新株予約権付社債所持人」という。）に交付され、当社は当該単元未満株式に関して現金

による精算を行わない。 

２ (1) 本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとし、本新株予約権１

個の行使に際して出資される財産の価額は、各本社債の額面金額と同額とする。 

(2) 転換価額は、当初、4,120円とする。 

(3) 転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価（本新株予約権付社債の要項に

定義する。以下同じ。）を下回る価額で当社普通株式を発行し又は当社の保有する当社普通株式を処分

する場合（新株予約権の行使及び取得請求権付株式の取得請求権の行使の場合等を除く。）には、次の

算式により調整される。なお、次の算式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式（当社が

保有するものを除く。）の総数をいう。 
  

  
また、転換価額は、当社普通株式の分割（無償割当てを含む。）若しくは併合、当社普通株式の時価を

下回る価額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されるものを

含む。）等の発行又は一定限度を超える配当支払が行われる場合その他一定の事由が生じた場合にも本

新株予約権付社債の要項に従い適宜調整される。 

３ (1) 但し、(A) 本新株予約権付社債の要項に定める当社の選択による繰上償還の場合は、償還日の東京にお

ける３営業日前の日の営業時間終了時まで（但し、本新株予約権付社債の要項に定める税制変更等によ

る繰上償還において、繰上償還を受けないことが選択された本社債に係る本新株予約権及び関連する行

使取得日（下記(2)に定義する。以下同じ。）が償還日の東京における２営業日前の日（同日を含

む。）から償還日（同日を含まない。）となる本社債に係る本新株予約権を除く。）、(B) 本新株予約

権付社債の要項に定める組織再編による繰上償還、当社普通株式の上場廃止等による繰上償還及びスク

イーズアウトによる繰上償還の場合は、償還日の東京における３営業日前の日の営業時間終了時まで

（但し、関連する行使取得日が償還日の東京における３営業日前の日より後の日となる本社債に係る本

新株予約権を除く。）、(C) 下記(2)若しくは(3)記載の当社による本新株予約権付社債の取得がなされ

る場合、又は本新株予約権付社債の要項に定める本社債の買入消却がなされる場合は、本社債が消却さ

れる時まで、また(D) 本新株予約権付社債の要項の債務不履行等による強制償還に定める本社債の期限

の利益の喪失の場合は、期限の利益の喪失時までとする。上記いずれの場合も、平成33年３月17日（行

使請求受付場所現地時間）より後に本新株予約権を行使することはできない。 

上記にかかわらず、下記(2)記載の新株予約権の行使請求に伴う当社による本新株予約権付社債の取得

の場合、関連する預託日（同日を含まない。）から関連する行使取得日（同日を含む。）までの間は関

連する本新株予約権付社債に係る本新株予約権を行使することはできない。さらに、下記(3)記載の当

社の選択による本新株予約権付社債の取得の場合、平成32年12月31日（同日を含まない。）から下記

(3)に定義する取得日（同日を含む。）までの間は本新株予約権を行使することはできない。また、本

新株予約権付社債の要項に従い、当社が組織再編を行うために必要であると合理的に判断した場合、

(ⅰ)預託日が平成32年12月31日（同日を含む。）までの日である場合は、組織再編の効力発生日の直前

の東京における営業日の前日から起算して35日前の日以降の日に開始し、組織再編の効力発生日の翌日

から起算して14日以内の日に終了する当社が指定する期間中、又は(ⅱ)預託日が平成33年１月１日（同

日を含む。）以降の日である場合は、組織再編の効力発生日の翌日から起算して14日以内の日に終了す

る30日以内の当社が指定する期間中、本新株予約権を行使することはできない。また、預託日が平成32

年12月31日（同日を含む。）までの日である場合は、(ⅰ)本新株予約権付社債の要項に定める当社の選

択による繰上償還に従って関連する償還通知がなされた場合、償還日の35暦日前の日（同日を含む。）

から償還日（同日を含む。）までの期間（但し、本新株予約権付社債の要項に定める税制変更等による

繰上償還において繰上償還を受けないことが選択された本社債に係る本新株予約権を除く。）及び、

(ⅱ)本新株予約権付社債の要項に定める組織再編による繰上償還、当社普通株式の上場廃止等による繰

上償還及びスクイーズアウトによる繰上償還に従って関連する償還通知がなされた場合、当該償還通知

がなされた日のロンドン及び東京における３営業日後の日（同日を含まない。）から償還日（同日を含

む。）までの期間は、本新株予約権を行使することはできない。 

 

  
既発行株式数 ＋ 

発行又は処分株式数 × １株当たりの払込金額

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
時  価  

既発行株式数 ＋ 発行又は処分株式数 
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また、預託日が平成33年１月１日以降の日である場合は、本新株予約権の行使の効力が発生する日本に

おける暦日（若しくは当該暦日が東京における営業日でない場合、その東京における翌営業日）が当社

の定める基準日又は社債、株式等の振替に関する法律第151条第１項に関連して株主を確定するために

定められたその他の日（以下、当社の定める基準日と併せて「株主確定日」と総称する。）の東京にお

ける２営業日前の日（又は当該株主確定日が東京における営業日でない場合、その東京における３営業

日前の日）（同日を含む。）から当該株主確定日（又は当該株主確定日が東京における営業日でない場

合、その東京における翌営業日）（同日を含む。）までの期間に当たる場合、本新株予約権を行使する

ことはできない。但し、社債、株式等の振替に関する法律に基づく振替制度を通じた新株予約権の行使

に係る株式の交付に関する日本法、規制又は慣行が変更された場合、当社は、本段落による本新株予約

権を行使することができる期間の制限を、当該変更を反映するために修正することができる。 

「預託日」とは、本新株予約権付社債の要項に定める支払・新株予約権行使受付代理人に行使請求に必

要な書類が預託され、その他行使請求に必要な条件（下記(注)５記載の条件を含む。）が満たされた日

をいう。 

(2) 本新株予約権付社債所持人により、預託日が上記(1)記載の本新株予約権を行使することができる期間

内で平成32年12月31日（同日を含む。）までの日である場合、当社はかかる預託日から35暦日後の日

（以下「行使取得日」という。）に当該預託日において行使請求に必要な条件が満たされた本新株予約

権付社債の全部を取得し、これと引換えに本新株予約権付社債所持人に対して本社債の額面金額相当額

の金銭及び行使取得時交付株式を交付する。 

当社は、取得した本新株予約権付社債を本新株予約権付社債の要項に従い消却する。 

「行使取得時交付株式」とは、各本新株予約権付社債につき、(ⅰ)行使取得転換価値が本社債の額面金

額を超過した額を(ⅱ)１株当たりの行使取得平均VWAPで除して得られる数の当社普通株式（但し、１株

未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。）をいう。なお、各本新株予約権付社債につき、

行使取得時最大交付株式を行使取得時交付株式の最大数とする。 

「１株当たりの行使取得平均VWAP」とは、預託日の２取引日後の日（同日を含む。）に始まる10連続取

引日に含まれる各取引日において株式会社東京証券取引所が発表する当社普通株式の売買高加重平均価

格（VWAP）の平均値をいう。本新株予約権付社債の要項に従い、上記(注)２(3)記載の転換価額の調整

事由が発生したときには、１株当たりの行使取得平均VWAPも適宜調整される。 

「行使取得転換価値」とは、次の算式により算出される数値をいう。 
  

  
上記算式において、「行使取得最終日転換価額」とは、預託日の２取引日後の日（同日を含む。）に始

まる10連続取引日の最終日における転換価額をいう。本新株予約権付社債の要項に従い、上記(注)２

(3)記載の転換価額の調整事由が発生したときには、行使取得最終日転換価額も適宜調整される。 

「行使取得時最大交付株式」とは、各本新株予約権付社債につき、(ⅰ)本社債の額面金額を(ⅱ)行使取

得最終日転換価額の200％で除して得られる数の当社普通株式（但し、１株未満の端数は切り捨て、現

金による調整は行わない。）をいう。 

(3) 当社は、その選択により、平成32年３月31日（同日を含む。）から平成32年12月16日（同日を含む。）

までいつでも、受託会社及び主支払・新株予約権行使受付代理人並びに本新株予約権付社債所持人に対

して、平成33年３月10日（以下本(3)において「取得日」という。）現在残存する本新株予約権付社債

の全部（一部は不可）を取得する旨を通知（以下「取得通知」という。）（かかる通知は取り消すこと

ができない。）することができる。但し、当社が本新株予約権付社債の要項に定める組織再編による繰

上償還若しくはスクイーズアウトによる繰上償還に基づき繰上償還の通知を行う義務が発生した場合又

は本新株予約権付社債の要項に定める当社普通株式の上場廃止等による繰上償還に規定される事由が発

生した場合には、以後本(3)に従った取得通知を行うことはできない。 

当社は、取得日に当該本新株予約権付社債の全部を取得し、これと引換えに本新株予約権付社債所持人

に対して本社債の額面金額相当額の金銭及び交付株式を交付する。当社による本(3)に基づく本新株予

約権付社債の取得は、当社普通株式が取得日において株式会社東京証券取引所に上場されていることを

条件とする。当社は、取得した本新株予約権付社債を本新株予約権付社債の要項に従い消却する。 

「交付株式」とは、各本新株予約権付社債につき、(ⅰ)転換価値が本社債の額面金額を超過した額を

(ⅱ)１株当たりの平均VWAPで除して得られる数の当社普通株式（但し、１株未満の端数は切り捨て、現

金による調整は行わない。）をいう。なお、各本新株予約権付社債につき、最大交付株式を交付株式の

最大数とする。 

「１株当たりの平均VWAP」とは、取得日の30取引日前の日（同日を含む。）に始まる20連続取引日に含

まれる各取引日において株式会社東京証券取引所が発表する当社普通株式の売買高加重平均価格

（VWAP）の平均値をいう。当該20連続取引日中に、上記(注)２(3)記載の転換価額の調整事由が発生し

た場合その他本新株予約権付社債の要項に定める一定の事由が生じた場合には、１株当たりの平均VWAP

も適宜調整される。 

 

各本社債の額面金額 
× 

１株当たりの 

行使取得最終日転換価額 行使取得平均VWAP 
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「転換価値」とは、次の算式により算出される数値をいう。 
  

  
上記算式において、「最終日転換価額」とは、取得日の30取引日前の日（同日を含む。）に始まる20連

続取引日の最終日における転換価額をいう。 

「最大交付株式」とは、各本新株予約権付社債につき、(ⅰ)本社債の額面金額を(ⅱ)最終日転換価額の

200％で除して得られる数の当社普通株式（但し、１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わ

ない。）をいう。 

４ (1) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条に

従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとする。 

(2) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資

本金等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

５ (1) 各本新株予約権の一部行使はできないものとする。 

(2) 平成32年12月31日（同日を含む。）までは、本新株予約権付社債所持人は、ある四半期の最後の取引日

に終了する20連続取引日において、当社普通株式の終値が、当該最後の取引日において適用のある転換

価額の130％を超えた場合に限って、翌四半期の初日から末日までの期間において、本新株予約権を行

使することができる。但し、本(2)記載の本新株予約権の行使の条件は、以下①、②及び③の期間は適

用されない。 

① (A) 株式会社格付投資情報センター若しくはその承継格付機関（以下「R&I」という。）による当社

の長期発行格付（長期発行格付が取得できない場合は発行体格付）がBB+以下である期間、(B) R&I

により当社の長期発行格付（長期発行格付が取得できない場合は発行体格付）がなされなくなった

期間、又は(C) R&Iによる当社の長期発行格付（長期発行格付が取得できない場合は発行体格付）が

停止若しくは撤回されている期間 

② 当社が、受託会社及び主支払・新株予約権行使受付代理人並びに本新株予約権付社債所持人に対し

て、本新株予約権付社債の要項に定める本社債の繰上償還の通知を行った日以降の期間（但し、本

新株予約権付社債の要項に定める税制変更等による繰上償還において、繰上償還を受けないことが

選択された本社債に係る本新株予約権を除く。） 

③ 組織再編事由（本新株予約権付社債の要項の組織再編による繰上償還に定義する。以下同じ。）が

予定されている場合、上記(注)３(1)記載のとおり本新株予約権の行使を禁止しない限り、本新株予

約権付社債の要項に従い本新株予約権付社債所持人に対し当該組織再編等に関する通知を行った日

（同日を含む。）から当該組織再編の効力発生日（同日を含む。）までの期間 

    「取引日」とは、株式会社東京証券取引所が開設されている日をいい、当社普通株式の終値が発表され

ない日を含まない。 

(3) 平成32年12月31日（同日を含む。）までは、本新株予約権付社債所持人は、預託日において取得可能な

最新の当社普通株式の終値が当該日において適用のある転換価額を下回らない場合に限って、本新株予

約権を行使することができる。 

６ (1) 組織再編事由が生じた場合、(ⅰ)その時点において（法律の公的又は司法上の解釈又は適用について考

慮した結果）法律上実行可能であり、(ⅱ)その実行のための仕組みが既に構築されているか又は構築可

能であり、かつ(ⅲ)その全体の実行のために当社が不合理であると判断する費用や支出（課税を含

む。）を当社又は承継会社等（本新株予約権付社債の要項の組織再編による繰上償還に定義する。）に

生じさせることがない限りにおいて、当社は、承継会社等をして、本新株予約権付社債の要項及び信託

証書に従って、本新株予約権付社債の債務を承継させ、かつ、承継会社等の新株予約権の交付を実現さ

せるよう最善の努力を尽くすものとする。かかる本新株予約権付社債及び信託証書上の債務の承継及び

承継会社等の新株予約権の交付は、当該組織再編の効力発生日に有効となるものとする。但し、新会社

が効力発生日又はその直後に設立されることとなる合併、株式交換若しくは株式移転又は会社分割の場

合には当該組織再編の効力発生日後速やかに（遅くとも14日以内に）有効となるものとする。また、当

社は、承継会社等の本新株予約権付社債の承継及び承継会社等の新株予約権の交付に関し、承継会社等

の普通株式が当該組織再編の効力発生日において日本国内における金融商品取引所において上場される

よう最善の努力を尽くすものとする。 

 

各本社債の額面金額 
× １株当たりの平均VWAP 

最終日転換価額 
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(2) 上記(1)に定める承継会社等の新株予約権は、以下の条件に基づきそれぞれ交付されるものとする。 

① 新株予約権の数 

当該組織再編の効力発生日直前において残存する本新株予約権付社債の本新株予約権付社債所持人

が保有する本新株予約権の数と同一の数とする。 

② 新株予約権の目的たる株式の種類 

承継会社等の普通株式とする。 

③ 新株予約権の目的たる株式の数 

承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織再編事由

を発生させる取引の条件を勘案の上、本新株予約権付社債の要項を参照して決定されるほか、以下

に従う。なお、転換価額は上記(注)２(3)と同様の調整に服する。 

(ⅰ)合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編の効力発生日の直後に承継会社等の新株

予約権を行使したときに、当該組織再編の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した場合に得

られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編事由を発生させる取引において受領する承継会

社等の普通株式の数を受領できるように、転換価額を定める。当該組織再編事由に際して承継会

社等の普通株式以外の証券又はその他の財産が交付されるときは、当該証券又は財産の公正な市

場価値（当社の負担で独立のフィナンシャル・アドバイザー（本新株予約権付社債の要項に定義

する。以下本③において同じ。）に諮問し、その意見を十分に考慮した上で、当社が決定するも

のとする。）を承継会社等の普通株式の時価（本新株予約権付社債の要項に定義する。）で除し

て得られる数に等しい数の承継会社等の普通株式を併せて受領できるようにする。 

(ⅱ)その他の組織再編事由の場合には、当該組織再編の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権

を行使したときに、当該組織再編の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した場合に本新株予

約権付社債所持人が得ることのできる経済的利益と同等の経済的利益（独立のフィナンシャル・

アドバイザーに諮問し、その意見を十分に考慮した上で、当社が決定するものとする。）を受領

できるように、転換価額を定める。 

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額又はその算定方法 

承継会社等の新株予約権の行使に際しては、承継された本社債を出資するものとし、承継会社等の

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、承継された本社債の額面金額と同額とする。 

⑤ 新株予約権を行使することができる期間 

当該組織再編の効力発生日又は上記(1)に記載する承継が行われた日のいずれか遅い日から、(注)３

(1)に定める本新株予約権の行使期間の満了日までとする。 

⑥ 新株予約権の行使の条件 

承継会社等の各新株予約権の一部行使はできないものとする。また、承継会社等の新株予約権の行

使は、(注)５(2)及び(3)と同様の制限を受ける。 

⑦ 新株予約権付社債の取得 

承継会社等は、(注)３(2)及び(3)と同様の方法で、承継会社等の新株予約権を本社債と併せて取得

することができる。 

⑧ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金 

(ⅰ)承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社

計算規則第17条に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未

満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

(ⅱ)承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、

上記(ⅰ)記載の資本金等増加限度額から上記(ⅰ)に定める増加する資本金の額を減じた額とす

る。 

⑨ 組織再編事由が生じた場合 

承継会社等について組織再編事由が生じた場合にも、当社について組織再編事由が生じた場合と同

様に取り扱うものとする。 

⑩ その他 

承継会社等の新株予約権の行使により承継会社等が交付する承継会社等の普通株式の数につき、１

株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨て、現金による調整は行わない。また、当該組織再編

の効力発生日時点における本新株予約権付社債所持人は、本社債を承継会社等の新株予約権とは別

に譲渡することができないものとする。かかる本社債の譲渡に関する制限が法律上無効とされる場

合には、承継会社等が発行する本社債と同様の社債に付された承継会社等の新株予約権を、当該組

織再編の効力発生日直前の本新株予約権付社債所持人に対し、本新株予約権及び本社債の代わりに

交付できるものとする。 
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2023年満期ユーロ円建取得条項（交付株数上限型）付転換社債型新株予約権付社債（平成28年４月１日発行） 

(注) １、２、４及び６については、「2021年満期ユーロ円建取得条項（交付株数上限型）付転換社債型新株予約権付

社債（平成28年４月１日発行）」の注記に同じ。 

３ (1) 但し、(A) 本新株予約権付社債の要項に定める当社の選択による繰上償還の場合は、償還日の東京にお

ける３営業日前の日の営業時間終了時まで（但し、本新株予約権付社債の要項に定める税制変更等によ

る繰上償還において、繰上償還を受けないことが選択された本社債に係る本新株予約権及び関連する行

使取得日（下記(2)に定義する。以下同じ。）が償還日の東京における２営業日前の日（同日を含

む。）から償還日（同日を含まない。）となる本社債に係る本新株予約権を除く。）、(B) 本新株予約

権付社債の要項に定める組織再編による繰上償還、当社普通株式の上場廃止等による繰上償還及びスク

イーズアウトによる繰上償還の場合は、償還日の東京における３営業日前の日の営業時間終了時まで

（但し、関連する行使取得日が償還日の東京における３営業日前の日より後の日となる本社債に係る本

新株予約権を除く。）、(C) 下記(2)若しくは(3)記載の当社による本新株予約権付社債の取得がなされ

る場合、又は本新株予約権付社債の要項に定める本社債の買入消却がなされる場合は、本社債が消却さ

れる時まで、また(D) 本新株予約権付社債の要項の債務不履行等による強制償還に定める本社債の期限

の利益の喪失の場合は、期限の利益の喪失時までとする。上記いずれの場合も、平成35年３月17日（行

使請求受付場所現地時間）より後に本新株予約権を行使することはできない。 

上記にかかわらず、下記(2)記載の新株予約権の行使請求に伴う当社による本新株予約権付社債の取得

の場合、関連する預託日（同日を含まない。）から関連する行使取得日（同日を含む。）までの間は関

連する本新株予約権付社債に係る本新株予約権を行使することはできない。さらに、下記(3)記載の当

社の選択による本新株予約権付社債の取得の場合、平成34年12月31日（同日を含まない。）から下記

(3)に定義する取得日（同日を含む。）までの間は本新株予約権を行使することはできない。また、本

新株予約権付社債の要項に従い、当社が組織再編を行うために必要であると合理的に判断した場合、

(ⅰ)預託日が平成34年12月31日（同日を含む。）までの日である場合は、組織再編の効力発生日の直前

の東京における営業日の前日から起算して35日前の日以降の日に開始し、組織再編の効力発生日の翌日

から起算して14日以内の日に終了する当社が指定する期間中、又は(ⅱ)預託日が平成35年１月１日（同

日を含む。）以降の日である場合は、組織再編の効力発生日の翌日から起算して14日以内の日に終了す

る30日以内の当社が指定する期間中、本新株予約権を行使することはできない。また、預託日が平成34

年12月31日（同日を含む。）までの日である場合は、(ⅰ)本新株予約権付社債の要項に定める当社の選

択による繰上償還に従って関連する償還通知がなされた場合、償還日の35暦日前の日（同日を含む。）

から償還日（同日を含む。）までの期間（但し、本新株予約権付社債の要項に定める税制変更等による

繰上償還において繰上償還を受けないことが選択された本社債に係る本新株予約権を除く。）及び、

(ⅱ)本新株予約権付社債の要項に定める組織再編による繰上償還、当社普通株式の上場廃止等による繰

上償還及びスクイーズアウトによる繰上償還に従って関連する償還通知がなされた場合、当該償還通知

がなされた日のロンドン及び東京における３営業日後の日（同日を含まない。）から償還日（同日を含

む。）までの期間は、本新株予約権を行使することはできない。 

 

決議年月日 平成28年３月７日 

新株予約権の数（個） 10,000   

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―   

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） (注)１  24,271,844   

新株予約権の行使時の払込金額（円） (注)２ 4,120   

新株予約権の行使期間 (注)３ 
自 平成28年４月15日
至 平成35年３月17日

  

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円） (注)４  

発行価格        4,120
 資本組入額      2,060

  

新株予約権の行使の条件 (注)５ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
転換社債型新株予約権付社債に付されたものであり、社債か
らの分離譲渡はできない。 

代用払込みに関する事項 

本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本
社債を出資するものとし、本新株予約権１個の行使に際して
出資される財産の価額は、各本社債の額面金額と同額とす
る。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

(注)６ 
 

― 10 ―



また、預託日が平成35年１月１日以降の日である場合は、本新株予約権の行使の効力が発生する日本に

おける暦日（若しくは当該暦日が東京における営業日でない場合、その東京における翌営業日）が当社

の定める基準日又は社債、株式等の振替に関する法律第151条第１項に関連して株主を確定するために

定められたその他の日（以下、当社の定める基準日と併せて「株主確定日」と総称する。）の東京にお

ける２営業日前の日（又は当該株主確定日が東京における営業日でない場合、その東京における３営業

日前の日）（同日を含む。）から当該株主確定日（又は当該株主確定日が東京における営業日でない場

合、その東京における翌営業日）（同日を含む。）までの期間に当たる場合、本新株予約権を行使する

ことはできない。但し、社債、株式等の振替に関する法律に基づく振替制度を通じた新株予約権の行使

に係る株式の交付に関する日本法、規制又は慣行が変更された場合、当社は、本段落による本新株予約

権を行使することができる期間の制限を、当該変更を反映するために修正することができる。 

「預託日」とは、本新株予約権付社債の要項に定める支払・新株予約権行使受付代理人に行使請求に必

要な書類が預託され、その他行使請求に必要な条件（下記(注)５記載の条件を含む。）が満たされた日

をいう。 

(2) 本新株予約権付社債所持人により、預託日が上記(1)記載の本新株予約権を行使することができる期間

内で平成34年12月31日（同日を含む。）までの日である場合、当社はかかる預託日から35暦日後の日

（以下「行使取得日」という。）に当該預託日において行使請求に必要な条件が満たされた本新株予約

権付社債の全部を取得し、これと引換えに本新株予約権付社債所持人に対して本社債の額面金額相当額

の金銭及び行使取得時交付株式を交付する。 

当社は、取得した本新株予約権付社債を本新株予約権付社債の要項に従い消却する。 

「行使取得時交付株式」とは、各本新株予約権付社債につき、(ⅰ)行使取得転換価値が本社債の額面金

額を超過した額を(ⅱ)１株当たりの行使取得平均VWAPで除して得られる数の当社普通株式（但し、１株

未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。）をいう。なお、各本新株予約権付社債につき、

行使取得時最大交付株式を行使取得時交付株式の最大数とする。 

「１株当たりの行使取得平均VWAP」とは、預託日の２取引日後の日（同日を含む。）に始まる10連続取

引日に含まれる各取引日において株式会社東京証券取引所が発表する当社普通株式の売買高加重平均価

格（VWAP）の平均値をいう。本新株予約権付社債の要項に従い、上記(注)２(3)記載の転換価額の調整

事由が発生したときには、１株当たりの行使取得平均VWAPも適宜調整される。 

「行使取得転換価値」とは、次の算式により算出される数値をいう。 
  

  
上記算式において、「行使取得最終日転換価額」とは、預託日の２取引日後の日（同日を含む。）に始

まる10連続取引日の最終日における転換価額をいう。本新株予約権付社債の要項に従い、上記(注)２

(3)記載の転換価額の調整事由が発生したときには、行使取得最終日転換価額も適宜調整される。 

「行使取得時最大交付株式」とは、各本新株予約権付社債につき、(ⅰ)本社債の額面金額を(ⅱ)行使取

得最終日転換価額の200％で除して得られる数の当社普通株式（但し、１株未満の端数は切り捨て、現

金による調整は行わない。）をいう。 

(3) 当社は、その選択により、平成34年３月31日（同日を含む。）から平成34年12月16日（同日を含む。）

までいつでも、受託会社及び主支払・新株予約権行使受付代理人並びに本新株予約権付社債所持人に対

して、平成35年３月10日（以下本(3)において「取得日」という。）現在残存する本新株予約権付社債

の全部（一部は不可）を取得する旨を通知（以下「取得通知」という。）（かかる通知は取り消すこと

ができない。）することができる。但し、当社が本新株予約権付社債の要項に定める組織再編による繰

上償還若しくはスクイーズアウトによる繰上償還に基づき繰上償還の通知を行う義務が発生した場合又

は本新株予約権付社債の要項に定める当社普通株式の上場廃止等による繰上償還に規定される事由が発

生した場合には、以後本(3)に従った取得通知を行うことはできない。 

当社は、取得日に当該本新株予約権付社債の全部を取得し、これと引換えに本新株予約権付社債所持人

に対して本社債の額面金額相当額の金銭及び交付株式を交付する。当社による本(3)に基づく本新株予

約権付社債の取得は、当社普通株式が取得日において株式会社東京証券取引所に上場されていることを

条件とする。当社は、取得した本新株予約権付社債を本新株予約権付社債の要項に従い消却する。 

「交付株式」とは、各本新株予約権付社債につき、(ⅰ)転換価値が本社債の額面金額を超過した額を

(ⅱ)１株当たりの平均VWAPで除して得られる数の当社普通株式（但し、１株未満の端数は切り捨て、現

金による調整は行わない。）をいう。なお、各本新株予約権付社債につき、最大交付株式を交付株式の

最大数とする。 

「１株当たりの平均VWAP」とは、取得日の30取引日前の日（同日を含む。）に始まる20連続取引日に含

まれる各取引日において株式会社東京証券取引所が発表する当社普通株式の売買高加重平均価格

（VWAP）の平均値をいう。当該20連続取引日中に、上記(注)２(3)記載の転換価額の調整事由が発生し

た場合その他本新株予約権付社債の要項に定める一定の事由が生じた場合には、１株当たりの平均VWAP

も適宜調整される。 

 

各本社債の額面金額 
× 

１株当たりの 

行使取得最終日転換価額 行使取得平均VWAP 
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「転換価値」とは、次の算式により算出される数値をいう。 
  

  
上記算式において、「最終日転換価額」とは、取得日の30取引日前の日（同日を含む。）に始まる20連

続取引日の最終日における転換価額をいう。 

「最大交付株式」とは、各本新株予約権付社債につき、(ⅰ)本社債の額面金額を(ⅱ)最終日転換価額の

200％で除して得られる数の当社普通株式（但し、１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わ

ない。）をいう。 

５ (1) 各本新株予約権の一部行使はできないものとする。 

(2) 平成34年12月31日（同日を含む。）までは、本新株予約権付社債所持人は、ある四半期の最後の取引日

に終了する20連続取引日において、当社普通株式の終値が、当該最後の取引日において適用のある転換

価額の130％を超えた場合に限って、翌四半期の初日から末日までの期間において、本新株予約権を行

使することができる。但し、本(2)記載の本新株予約権の行使の条件は、以下①、②及び③の期間は適

用されない。 

① (A) 株式会社格付投資情報センター若しくはその承継格付機関（以下「R&I」という。）による当社

の長期発行格付（長期発行格付が取得できない場合は発行体格付）がBB+以下である期間、(B) R&I

により当社の長期発行格付（長期発行格付が取得できない場合は発行体格付）がなされなくなった

期間、又は(C) R&Iによる当社の長期発行格付（長期発行格付が取得できない場合は発行体格付）が

停止若しくは撤回されている期間 

② 当社が、受託会社及び主支払・新株予約権行使受付代理人並びに本新株予約権付社債所持人に対し

て、本新株予約権付社債の要項に定める本社債の繰上償還の通知を行った日以降の期間（但し、本

新株予約権付社債の要項に定める税制変更等による繰上償還において、繰上償還を受けないことが

選択された本社債に係る本新株予約権を除く。） 

③ 組織再編事由（本新株予約権付社債の要項の組織再編による繰上償還に定義する。以下同じ。）が

予定されている場合、上記(注)３(1)記載のとおり本新株予約権の行使を禁止しない限り、本新株予

約権付社債の要項に従い本新株予約権付社債所持人に対し当該組織再編等に関する通知を行った日

（同日を含む。）から当該組織再編の効力発生日（同日を含む。）までの期間 

    「取引日」とは、株式会社東京証券取引所が開設されている日をいい、当社普通株式の終値が発表され

ない日を含まない。 

(3) 平成34年12月31日（同日を含む。）までは、本新株予約権付社債所持人は、預託日において取得可能な

最新の当社普通株式の終値が当該日において適用のある転換価額を下回らない場合に限って、本新株予

約権を行使することができる。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

 

各本社債の額面金額 
× １株当たりの平均VWAP 

最終日転換価額 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数
（株） 

発行済株式 
総数残高
（株） 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成28年４月１日～ 
平成28年６月30日 

－ 491,000,000 － 138,014 － 144,364 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしています。 

  

① 【発行済株式】 

    平成28年６月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が、1,100株(議決権11個) 

含まれています。 

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式21株及び浜名部品工業株式会社(議決権に対する所有割合

35.7％)所有の株式48株が含まれています。 

  

② 【自己株式等】 

    平成28年６月30日現在 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
普通株式 49,748,300
 

― ― 

(相互保有株式) 
普通株式 147,200
 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

441,017,800
4,410,178 ― 

単元未満株式 
普通株式 

86,700
― １単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数 491,000,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 4,410,178 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 

スズキ株式会社 

静岡県浜松市南区高塚町 

300番地 
49,748,300 ― 49,748,300 10.13 

(相互保有株式) 

浜名部品工業株式会社 

静岡県湖西市鷲津 

933番地の１ 
147,200 ― 147,200 0.03 

計 ― 49,895,500 ― 49,895,500 10.16 
 

― 13 ―



第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。 

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成していま

す。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、清明監査法人による四半期レビューを受けています。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 497,187 595,983 

    受取手形及び売掛金 335,343 311,517 

    有価証券 279,571 326,141 

    商品及び製品 190,068 174,714 

    仕掛品 34,311 34,056 

    原材料及び貯蔵品 61,921 51,042 

    その他 240,415 224,513 

    貸倒引当金 △6,188 △5,466 

    流動資産合計 1,632,630 1,712,503 

  固定資産     

    有形固定資産 757,076 722,467 

    無形固定資産 4,368 2,776 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 244,573 211,522 

      その他 64,138 63,445 

      貸倒引当金 △500 △579 

      投資損失引当金 △280 △280 

      投資その他の資産合計 307,932 274,107 

    固定資産合計 1,069,377 999,352 

  資産合計 2,702,008 2,711,855 

負債の部     

  流動負債     

    買掛金 402,624 390,929 

    電子記録債務 64,055 68,874 

    短期借入金 266,490 145,988 

    未払法人税等 29,486 19,745 

    製品保証引当金 66,032 63,013 

    その他 317,266 301,203 

    流動負債合計 1,145,956 989,754 

  固定負債     

    新株予約権付社債 - 200,475 

    長期借入金 262,797 285,526 

    災害対策引当金 3,056 2,819 

    その他の引当金 9,529 9,529 

    退職給付に係る負債 56,346 60,347 

    その他 36,618 30,249 

    固定負債合計 368,348 588,947 

  負債合計 1,514,305 1,578,701 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 138,014 138,014 

    資本剰余金 144,166 144,166 

    利益剰余金 913,656 944,112 

    自己株式 △191,169 △191,169 

    株主資本合計 1,004,668 1,035,123 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 77,624 73,188 

    繰延ヘッジ損益 536 455 

    為替換算調整勘定 △115,551 △181,094 

    退職給付に係る調整累計額 △9,580 △9,896 

    その他の包括利益累計額合計 △46,970 △117,347 

  新株予約権 188 188 

  非支配株主持分 229,816 215,189 

  純資産合計 1,187,703 1,133,153 

負債純資産合計 2,702,008 2,711,855 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

  【四半期連結損益計算書】 

    【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

売上高 772,853 754,031 

売上原価 561,750 539,621 

売上総利益 211,103 214,410 

販売費及び一般管理費 155,942 155,250 

営業利益 55,161 59,159 

営業外収益     

  受取利息 4,385 2,567 

  受取配当金 4,602 2,135 

  持分法による投資利益 1,178 597 

  その他 3,772 3,095 

  営業外収益合計 13,938 8,395 

営業外費用     

  支払利息 1,829 1,114 

  有価証券評価損 - 0 

  為替差損 420 3,398 

  その他 4,503 1,763 

  営業外費用合計 6,753 6,276 

経常利益 62,346 61,278 

特別利益     

  固定資産売却益 97 365 

  投資有価証券売却益 68 - 

  特別利益合計 166 365 

特別損失     

  固定資産売却損 306 41 

  減損損失 - 84 

  特別損失合計 306 125 

税金等調整前四半期純利益 62,205 61,518 

法人税等 19,115 14,879 

四半期純利益 43,090 46,638 

非支配株主に帰属する四半期純利益 11,390 8,681 

親会社株主に帰属する四半期純利益 31,700 37,956 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

四半期純利益 43,090 46,638 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 2,905 △5,721 

  繰延ヘッジ損益 △387 △205 

  為替換算調整勘定 6,304 △85,094 

  退職給付に係る調整額 32 72 

  持分法適用会社に対する持分相当額 221 △2,184 

  その他の包括利益合計 9,076 △93,133 

四半期包括利益 52,167 △46,495 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 40,236 △32,334 

  非支配株主に係る四半期包括利益 11,930 △14,161 
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税金等調整前四半期純利益 62,205 61,518 

  減価償却費 37,588 37,237 

  減損損失 - 84 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） △668 △344 

  受取利息及び受取配当金 △8,988 △4,703 

  支払利息 1,829 1,114 

  為替差損益（△は益） 2,041 5,195 

  持分法による投資損益（△は益） △1,178 △597 

  有形固定資産売却損益（△は益） 208 △323 

  投資有価証券売却損益（△は益） △68 - 

  売上債権の増減額（△は増加） 32,827 11,618 

  たな卸資産の増減額（△は増加） △14,135 6,991 

  仕入債務の増減額（△は減少） △14,886 7,817 

  未払費用の増減額（△は減少） △2,634 2,949 

  その他 690 5,224 

  小計 94,831 133,781 

  利息及び配当金の受取額 8,640 4,332 

  利息の支払額 △2,349 △699 

  法人税等の支払額 △18,599 △24,720 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 82,522 112,694 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  有価証券の取得による支出 △124,836 △97,270 

  有価証券の売却及び償還による収入 20,919 40,097 

  有形固定資産の取得による支出 △34,476 △40,118 

  その他 9,547 711 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △128,845 △96,580 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  短期借入金の純増減額（△は減少） △87,410 △126,775 

  長期借入れによる収入 13,400 48,401 

  長期借入金の返済による支出 △10,914 △15,782 

  社債の発行による収入 - 200,500 

  自己株式の取得による支出 △1 △0 

  配当金の支払額 △9,539 △7,502 

  非支配株主への配当金の支払額 △130 △327 

  その他 △16 △9 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △94,612 98,503 

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,071 △12,271 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △138,864 102,346 

現金及び現金同等物の期首残高 932,261 450,088 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  793,397 ※  552,435 
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【注記事項】 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

     税金費用の計算 

    税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。 

  

(追加情報) 

     繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用 

    「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当第１

四半期連結会計期間から適用しています。 
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(四半期連結貸借対照表関係) 

１ 偶発債務 

    連結子会社以外の会社の金融機関からの借入等に対し、保証を行っています。 

  

  

２  当社は効率的な資金調達を行うため、取引銀行６行とコミットメントライン契約を締結しています。コミットメン

トライン契約に係る借入未実行残高は、次のとおりです。 

  

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

  

(株主資本等関係) 

 前第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日） 

 配当金支払額 

  

 当第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日） 

 配当金支払額 

  

 

  
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

  1,427百万円 970百万円 
 

  
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

コミットメントライン契約の総額 250,000百万円 250,000百万円 

借入実行残高 － － 

    差引額 250,000百万円 250,000百万円 
 

  
前第１四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年６月30日) 

現金及び預金勘定 184,192百万円 595,983百万円 

有価証券勘定 879,936 〃 326,141 〃 

  計 1,064,128百万円 922,125百万円 

預入期間が３か月を超える定期預金 △8,324 〃 △43,548 〃 

償還期間が３か月を超える債券等 △262,407 〃 △326,141 〃 

現金及び現金同等物 793,397百万円 552,435百万円 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 9,537 17.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 7,501 17.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

    報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

    前第１四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年６月30日) 

  

    当第１四半期連結累計期間(自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日) 

  

(注) １ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書における営業利益です。 

２ 各セグメントの主要製品及びサービスは以下のとおりです。 

  

(単位：百万円) 

  
報告セグメント 

四輪車 二輪車 特機等 計 

売上高 691,930 60,880 20,043 772,853 

セグメント利益又は損失(△)   (注)１ 53,595 △2,649 4,214 55,161 
 

(単位：百万円) 

  
報告セグメント 

四輪車 二輪車 特機等 計 

売上高 684,448 50,684 18,897 754,031 

セグメント利益又は損失(△)   (注)１ 55,762 △561 3,958 59,159 
 

セグメント 主 要 製 品 及 び サ ー ビ ス 

四 輪 車         軽自動車、小型自動車、普通自動車 

二 輪 車         二輪車、バギー 

特 機 等         船外機、雪上車用等エンジン、電動車両、住宅 
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(参考情報) 

参考情報として、所在地別の業績を以下のとおり開示します。 

  

所在地別の業績 

前第１四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年６月30日) 

  

当第１四半期連結累計期間(自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日) 

  

(注) １  国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２  日本以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 欧        州 ……ハンガリー、ドイツ、英国、フランス 

(2) ア   ジ   ア ……インド、インドネシア、タイ、パキスタン 

(3) その他の地域 ……米国、オーストラリア、メキシコ、コロンビア 

３  当社及び連結子会社の所在地を基礎として区分しています。 

 

(単位：百万円)

  日本 欧州 アジア 
その他 
の地域 

計 消去 連結 

売上高               

(1)外部顧客に対する 
売上高 

306,958 82,859 344,635 38,400 772,853 － 772,853 

(2)所在地間の内部売上高 
又は振替高 

139,434 51,797 23,107 99 214,438 △214,438 － 

計 446,392 134,656 367,742 38,499 987,292 △214,438 772,853 

営業利益 27,169 869 29,095 505 57,640 △2,478 55,161 
 

(単位：百万円)

  日本 欧州 アジア 
その他 
の地域 

計 消去 連結 

売上高               

(1)外部顧客に対する 
売上高 

314,708 95,379 309,726 34,217 754,031 － 754,031 

(2)所在地間の内部売上高 
又は振替高 

139,414 55,214 28,044 103 222,776 △222,776 － 

計 454,122 150,593 337,770 34,321 976,808 △222,776 754,031 

営業利益 26,670 2,056 23,587 885 53,199 5,959 59,159 
 

― 23 ―



(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりです。 

  

  

 

項目  
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
至 平成28年６月30日) 

(1)１株当たり四半期純利益金額     56円51銭  86円03銭 

   (算定上の基礎)       

    親会社株主に帰属する四半期純利益金額 (百万円)   31,700 37,956 

    普通株主に帰属しない金額 (百万円)   － － 

普通株式に係る親会社株主に帰属する 
四半期純利益金額 (百万円) 

  31,700 37,956 

    普通株式の期中平均株式数 (株)   560,975,399 441,187,121 

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     56円50銭   86円01銭 

   (算定上の基礎)       

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額 
(百万円) 

  － － 

    普通株式増加数 (株)   141,365 99,866 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの

概要 

  － 

2021年満期ユーロ円建取得
条項（交付株数上限型）付
転換社債型新株予約権付社
債及び2023年満期ユーロ円
建取得条項（交付株数上限
型）付転換社債型新株予約
権付社債 
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(重要な後発事象) 

当社は、平成28年８月９日に当社が保有する富士重工業株式会社の普通株式の全株式13,690千株を売却しまし

た。 

  
(1) 当該事象の発生年月日 

平成28年８月９日 

  

(2) 当該事象の内容 

① 売却の理由 

コーポレートガバナンス・コードに基づいて、取締役会で政策保有に関する方針を明確にしていく中で、富

士重工業株式会社の株式につきましては全て売却することとしました。これに伴い投資有価証券売却益（特別

利益）が発生します。 
  

② 売却の内容 

  
③ 売却の日程 

  

(3) 当該事象の損益及び連結損益に与える影響額 

上記投資有価証券の売却に伴い、平成29年３月期第２四半期連結会計期間において、約468億円の特別利益を計上

します。 

  

２ 【その他】 

該当事項はありません。 

  

 

(1) 売却株式 富士重工業株式会社 普通株式 

(2) 売却株式の総数 13,690,000株（当社保有の全株式） 

(3) 売却価格 527億円（１株当たり3,852円） 

(4) 売却益 468億円 
 

(1) 取締役会決議 平成28年８月８日 

(2) 取引約定日 平成28年８月９日 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成28年８月10日

スズキ株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているスズキ株式会社

の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成28年４月１日から平成28

年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、スズキ株式会社及び連結子会社の平成28年６月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

強調事項 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成28年８月９日に会社が保有する富士重工業株式会社の普通株

式の全株式を売却した。 

当該事項は、監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

清明監査法人 
 

指 定 社 員 
業務執行社員 

  公認会計士    今  村   了     印 
 

指 定 社 員 
業務執行社員 

  公認会計士    岩  間   昭     印 
 

指 定 社 員 
業務執行社員 

  公認会計士    今  村   敬     印 
 

  

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
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